  鉄鋼卸売業

販売動向をみると、リーマンショックによる鋼材需要の減少から20年秋以降減少が続いていたが、22年1月に底打ちし緩やかな増加に転じた。しかし、建設向け需要低迷のため５月連休明け以降は再び減少が続いている。販売量は総じてリーマンショック前の７割程度の水準にとどまっており、回復感に乏しい。鋼材価格が安定せず、ユーザーは買い控えの姿勢を強めている。このため、販売が低迷する中で収益は悪化しつつある。
今後については、建設関連需要の回復は見込めず、製造業関連でも需要回復にかげりがみられる。このため、需要全体が縮小する中で、体力のない企業の淘汰は避けられず、業界内で再編成の動きが進む可能性もあるとみられる。

業界の概要 
鉄鋼卸売業者は一次卸と二次卸に分けられる。一次卸は主に総合商社や鉄鋼メーカー系列の鉄鋼専業商社など大企業がほとんどで、鉄鋼メーカーと直接取引し、自動車メーカーや大手建設業者などの大口ユーザーや二次卸に販売する。一方、二次卸は特約店とも呼ばれ一次卸や中小の鉄鋼メーカーから鋼材を仕入れ、在庫し、中堅・中小の製造業、建設業や地方の卸売業者に販売する。
鉄鋼は形状によって棒鋼、形鋼、厚板（厚さ６ミリ以上）、中板（同６ミリ未満３ミリ以上）、薄板（厚さ３ミリ未満）、パイプなどの品種があり、さらに、各品種とも用途によって様々な材質や寸法が存在する。各卸売業者は一品種もしくは二品種に特化しているが、ユーザーの要請があれば同業者から仕入れるなどして様々な品種を扱う。

大阪の地位

平成19年における大阪府の鉄鋼卸売業は、事業所数1,289、従業者数15,442人、年間販売額4兆38億円で、
全国に占める割合はそれぞれ、16.1％、16.5％、16.5％となっている（経済産業省『商業統計表産業編（都道府県表）』）。これらの卸売業者は大阪市西区の九条、立売堀、住之江区南港などに集積している。
販売は減少
販売動向をみると、リーマンショックによる鋼材需要の減少から20年秋以降減少が続いていたが、22年1月には底打ちし緩やかな増加に転じた。ただ、鉄鉱石などの原材料価格高騰を受けた鉄鋼メーカーの価格引き上げに伴う駆込み需要の要因が強く、建設向け需要などが低迷しており、５月連休明け以降は再び減少が続いている。
需要状況をみると、建築関連では大型物件需要がみあたらず、中小マンション建設計画が少なくなっているなど低迷し、鋼製家具向けも冷え込んでいる。ただ、建設機械や産業機械関連など一部では動きがみられる。
このため、品種別の動きをみると、建設向け以外に、建設機械や産業機械関連向け用途にも用いられる薄板や厚板などは、弱含みから横ばいで推移しているものの、建設向けがほとんどのＨ形鋼や一般形鋼などは、５月連休明け以降は落ち込んでいる。また、総じてリーマンショック前の７割程度の水準にとどまっており、回復感に乏しい。
収益は悪化
鋼材価格はリーマンショック以降、下落基調で推移していたが、22年に入ると鉄鋼メーカーが原料高から価格を２月から５月にかけて引き上げたために、流通段階でも上昇に転じた。その後、原料の鉄スクラップ価格下落を受け７月には価格が弱含んだが、８月下旬には再びメーカーが値上げを表明し、９月には強含みに転じた。ただ、需要が力強さに欠けており、価格が大きく反発するには至っていない。
鋼材価格は先安感が強く、ユーザーは買い控えの姿勢を強めている。このため、販売が低迷する中で収益は悪化しつつある。また、当業界の代金受け取りは手形が一般的であり、サイトは数か月間にわたるため、この間にユーザー企業の経営が悪化し、代金回収が困難になる事例がみられる。このため、与信管理も重要な課題となっている。
雇用面の動きをみると、大手は少人数ながらも新規採用を実施しているが、定年延長を実施する企業が多いことから、人員に余剰感が出ている。このため、雇用は抑制傾向にある。

今後の見通し
建設関連需要はリーマンショック前と比べて、約３割の減少となっており、回復は見込めない。産業機械、建設機械など製造業関連でも需要回復にかげりがみられる。このため、需要全体が縮小する中で、体力のない企業の淘汰は避けられず、業界内で再編成の動きが進む可能性も出てきている。ただ、業界はオーナー企業が多く、スムーズな再編は困難とする見方が強い。
                                   （柴田　昌宏）
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